
市町村立学校の教職員の人事等に

関する資料
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○県費負担教職員制度について

○県費負担教職員の人事異動の流れの例

○市町村費負担教職員任用事業について

○指定都市・中核市・特例市について

○都道府県の人口の中で大都市の占める比重について
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県費負担教職員制度について

① 市町村の内申
都道府県は市町村の内申をまって人事を行うこととされている。

⇒これにより、都道府県が市町村の内申なく人事を行うことは原則としてできない。
また、都道府県は市町村の内申を尊重する必要がある。

② 校長の意見
校長の意見の申し出があった場合､市町村の内申にその意見を添付することとさ

れており､これにより、校長の意見の反映が図られている。

※なお、指定都市は、給与は負担していないが、教職員の任免に関する事務を行う。

、、、

① 市町村立小・中学校等の教職員は市町村の職員であるが、その給与について
は、義務的経費であり、かつ、多額であるため、例外的に、市町村より広く財政力
が安定している都道府県の負担とし、給与水準の確保と一定水準の教職員の確
保を図り、教育水準の維持向上を図る。

② 都道府県が人事を行うこととし、任命権と給与負担の調整を図ることとあわせ

て､身分は市町村の職員として地域との関係を保たせながら、広く市町村をこえ
て人事を行うことにより､教職員の適正配置と人事交流を図る。

１．趣旨・目的

①

②
②

２．概要



県教委の管理主事等が学校訪問
（学校運営の状況等を把握）

県教委の管理主事等による教職員の面接

県教委による市町村教委･校長に対する
人事異動要綱等の説明

市町村教委から県教委への内申
（※校長の意見を添付しなければならない）

人事異動の内示、発令

《３月》

《１２月》

《９～１２月》

《５～７月》

市町村教委による校長のヒアリング等
【 校 長 の 意 見 具 申 】

《１月》
県教委による市町村教委･校長のヒアリング等

（２～３回）

《１～３月》

県費負担教職員の人事異動の流れの例



市町村費負担教職員任用事業について

１．制度の概要

○ 県費負担教職員制度のもとで、地域における特色ある教育を推進するた
め、構造改革特区において、教育上特に配慮が必要な事情がある場合には、
市町村が給与を負担することにより、市町村教育委員会による市町村立小
中学校等の教職員の任用を可能とするもの。

○ 平成１５年４月より開始。
１６年４月現在、１８市町村が認定（１６市町村で実施）

２．効果と課題等

事業実施市町村及び関係府県が、事業の効果、全国化する場合の課題等
として認識している点等は主に以下のとおり。

※事業実施市町村及び関係府県へのアンケート調査（平成16年６月文部科学省実施）より

①効果

・市町村の主体性が発揮される。（長野県）

（なお、本事業に伴って、少人数学級を実施した効果として、長期的な検証
の必要はあるが、生活習慣、教科の理解度に改善がみられるとの見解を
持つ自治体有り。（北海道清水町など））

②課題や制度の全国化に向けた懸念

・市費負担教員を県費負担教員へ転換したり、円滑な人事交流を行うこと
について検討が必要。（徳島県海部町、北海道、広島県など）

・採用要件、給与や旅費等の勤務条件に差があり、優秀な人材の確保に
ついて検討が必要。（長野県長野市など）

・市費負担教員、県費負担教員が混在することにより、採用・昇任のポスト
の調整、研修の在り方等に課題。（徳島県など）

・市町村の財政力等により、教育水準に格差が生じる。財政的な支援が必
要。（北海道清水町など）

・村内から適任者を確保することが困難。（長野県大桑村）



申請主体 特区構想名 地域特性 内　容
任 用
予 定 数

認 定 日
事 業 開 始
（ 予 定 ） 日

海部町
(徳島県)

海部町ふるさと教員制度
特区

ふるさと学習
ふるさと学習を充実させるため、学級担任や教科
担任として、地域社会と密接に結ばれた教員を、
町費で任用する。

2人 平成15年4月21日 平成15年4月

清水町
(北海道)

文化のまちの心の教育
特区

文化のまち、
第九のまち

文化のまちという清水町の特性を生かし、きめ細
かな指導を図るために、町費で教員を任用する。

1人 平成15年5月23日 平成15年6月

大桑村
(長野県)

切磋琢磨とこまやか
学習特区

少子高齢化
木曽地域の特性に応じたきめ細かな指導を図るた
めに、村費で教員を任用する。

2人 平成15年5月23日 平成15年5月

京都市
(京都府)

京の人づくり推進特区
人材育成に熱い教育風
土

人材育成に熱い京都市の特性を生かして、きめ細
かな指導を実施するために、市費で教員を任用す
る。

42人 平成15年5月23日 平成15年10月

三次市
(広島県)

教育都市みよし特区 内陸拠点都市
「教育都市みよし」の創造に向けて、きめ細かな
指導と地域と連携した特色ある教育を実施するた
め、市費で教員を任用する。

13人 平成15年5月23日 平成15年10月

大和郡山市
(奈良県)

不登校児童生徒支援教育
特区

不登校発生頻度が高い
不登校対策として学科指導教室「ＡＳＵ」を設置
し、その指導教員を市費で任用する。

2人 平成15年8月29日 平成16年4月

行田市
(埼玉県)

浮き城のまち人づくり
教育特区

人材育成に
熱い教育風土

行田市の地域特性に応じたきめ細かな指導を図る
ために、市費で教員を任用する。

16人 平成15年8月29日 平成16年4月

横須賀市
(神奈川県)

横須賀市国際教育特区 豊かな国際性
ネイティブスピーカーを特別免許状の取得を前提
として、常勤講師として市費で任用する。

2人 平成15年8月29日 平成16年4月

長野市
(長野県)

小規模校いきいき教育
特区

少子高齢化
地域と連携した体験学習をより効果的に展開する
ため、市費で教員を任用する。

1人 平成15年8月29日 特区認定後

構造改革特区における市町村費負担教職員任用事業の認定状況

１８市町村１２５人



申請主体 特区構想名 地域特性 内　容
任 用
予 定 数

認 定 日
事 業 開 始
（ 予 定 ） 日

南牧村
(長野県)

南牧こまやか教育特区 少子高齢化
地域活性化を目指し、地域の体験学習やきめ細か
な指導を図るために、村費で教員を任用する。

1人 平成15年8月29日 特区認定後

川島町
(徳島県)

川島町ふれあい教育特区
中学校のいじめや不登
校等

地域ぐるみの教育やきめ細かな指導のさらなる振
興を図るため、町費で教員を任用する。

1人 平成15年8月29日 平成15年9月

岐阜市
(岐阜県)

不登校生徒を対象とした
「ぎふ・学びの部屋」
特区

不登校発生頻度が高い
不登校対策として「ぎふ・学びの部屋」を設置
し、その指導教員を市費で任用する。

1人 平成15年11月21日 平成16年4月

北本市
(埼玉県)

北本市きめ細かな
教育特区

積極的な人材育成
将来の社会を担う有用な人材育成を目指し、きめ
細かな指導を図るために、市費で教員を任用す
る。

4人 平成15年11月21日 平成16年4月

郡山市
(福島県)

郡山市
小中学校英語教育特区 国際化の進展

特別免許証を取得したネイティブスピーカーを常
勤講師として、市費で任用する。

2人 平成16年3月24日 平成16年8月

池田市
（大阪府)

「教育のまち池田」特区
まちの活性化につなが
る人材育成を進める

小学校初期段階におけるきめ細かな指導の充実を
図るため、市費で教員を採用する。

10人 平成16年3月24日 平成16年4月

太田市
(群馬県)

定住化に向けた外国人
児童・生徒の教育特区

外国人労働者が多数居
住

外国人児童生徒に対する日本語指導を充実するた
め、市費で教員を任用する。

6人 平成16年3月24日 平成17年4月

志木市
(埼玉県)

ハタザクラプラン
教育特区

学校教育に寄せる市民
の関心と期待が大きい

学年に応じた学級規模によるきめ細かな指導を展
開するため、市費で教員を任用する。

20人 平成16年3月24日 平成16年4月

鹿屋市
(鹿児島県)

かのやすくすく特区
「人づくり」を基本と
する

小学校低学年児童に対するきめ細かな指導の充実
を行うため、市費で教員を任用する。

1人 平成16年3月24日 平成16年4月



 

 

 

市町村費負担教職員任用事業の全国化（※）に係る主な論点（案） 

 

 

※市町村費負担教職員任用事業の全国化 

 義務標準法及び高校標準法による標準定数を踏まえて配置される県費負担教職員 

のほかに、特区申請を要することなく、市町村が給与を負担することにより、市町村

教育委員会が独自に市町村立小中学校等の教職員の任用を可能にすること。 

 

 

（前提条件） 

○義務教育費国庫負担制度の堅持 

市町村費負担教職員任用事業の全国化は、義務教育に必要な財源を保障し、教職員の

安定的な確保・適正な配置を図るため、義務教育費国庫負担制度の根幹を堅持し、標準

法等に基づく教職員の配置がなされた上で、市町村費負担の教職員を任用することがで

きるようにするものであること。 

（教育条件のナショナルミニマムについては、国が最終的な責任を負うことが必要） 

 

 

論点 

１．都道府県から市町村への負担転嫁とならない仕組みの検討 

  県費負担教職員の市町村別の学校の種類ごとの定数は、都道府県教育委員会が市町

村教育委員会の意見をきいて定めることとされており、市町村費負担教職員の任用状

況により県費負担教職員の市町村ごとの定数が増減する可能性があるため、市町村へ

の負担転嫁とならない仕組みの検討が必要。 

 

２．市町村費負担教職員の人事管理の条件整備 

① 県費負担教職員と市町村費負担教職員の給与水準、勤務条件等について、権衡を確

保する仕組みの検討が必要。 

② 県費負担教職員と市町村費負担教職員との円滑な人事交流を担保する仕組みの検討

が必要。 

③ 市町村費負担教職員の研修の機会（初任者研修、十年経験者研修等）が適切に設け

られる必要がある。 

  

３．財政支援の必要性についての検討 

 財政的な理由により制度化されても制度を活用できないとしている市町村に対して

何らかの支援をすべきかどうかについて検討が必要。 

 

４．その他 

① 県費負担教職員制度の今後の在り方を踏まえた検討が必要。 

② 市町村費教職員制度を活用できるか否かによって、教育条件に格差が生じることに

ついて懸念を示している市町村があるが、この格差について一定の配慮をすべきかど

うかについて検討が必要。 

初等中等教育分科会・教育行財政部会 

教育条件整備に関する作業部会(第 12 回)配付資料



・ 人口５０万以上 ・
・

人口３０万以上
（人口が５０万未満の場合
は、100k㎡以上の面積）

・ 人口２０万以上

・ 人口その他都市としての規
模、行財政能力等の実態に
より政令で指定

・

・

市からの申出に基づき、政令
で指定
都道府県の同意、関係議会
の議決が必要

・

・

市からの申出に基づき、政令
で指定
都道府県の同意、関係議会
の議決が必要

うち、指導
主事の数

【参考】 都市類型と人口・指導主事数の関係

事務局
職員数

人口

学校数
（小・中）

児童生徒数
（小・中）

教員数
（小・中）

概要

　※詳細次紙

指定の要件

指定の手続

市の数

平均：１８４人
　　　最多：熊本市－ 863人
　　　最少：宮崎市－   65人

平均：１１７人
　　　最多：福井市－384人
　　　最少：岸和田市－ 46人

　平均：５８人
　　　　最多：京都市－166人
　　　　最少：川崎市－  23人

　平均：２１人
　　　　最多：堺市　 － 67人
　　　　最少：富山市、高槻市－ 6人

　平均：１４人
　　　　最多：八尾市－ 46人
　　　　最少：水戸市－   0人

平均：３２５人
　　　最多：さいたま市－ 675人
　　　最少：川崎市－ 179人

指定都市 中核市 特例市

都道府県が処理する事務のう
ち、
　・民政行政に関する事務、
　・保健衛生行政に関する事務
　・都市計画に関する事務
などを処理する。

指定都市が処理する事務のう
ち、都道府県が一体的に処理
することが効率的な事務等を除
き処理する。

中核市が処理する事務のうち、
都道府県が一体的に処理する
ことが効率的な事務等を除き処
理する。

札幌市など、１３市 旭川市など、３５市 函館市など、４０市

平均：１，５６８，４５１人
　　　最多：横浜市　3,466,875人
　　　最少：千葉市　  888,735人

平均：　　４４０，９９８人
　　　　　最多：堺市　 　787,374人
　　　　　最少：宮崎市　306,325人

平均：　　２６９，８７７人
　　　　　最多：川口市  467,971人
　　　　　最少：甲府市  189,498人

平均：６，３６５人
　　　最多：横浜市－13,138人
　　　最少：千葉市－  3,736人

平均：２，０２４人
　　　最多：堺市　 － 3,320人
　　　最少：川越市－ 1,368人

平均：１，２０１人
　　　最多：川口市－ 1,821人
　　　最少：甲府市－   843人

平均：２６２校
　　　　　　　　（小 180、中 81）
　　最多：横浜市　４９８校
　　　　　　　　　　　（小 353、中 145）
　　最少：さいたま市　１３４校
　　　　　　　　　　　  （小 86、中48）

平均：　８３校
　　　　　　　　（小 56、中 26）
　　最多：堺市　１３０校
　　　　　　　　　　　  （小 90、中 40）
　　最少：宮崎市　５３校
　　　　　　　　　　  　（小 35、中18）

平均：　４８校
　　　　　　　　（小 32、中 16）
　　最多：川口市　７１校
　　　　　　　　　　　  （小 47、中 24）
　　最少：大和市　２８校
　　　　　　　　　　　   （小 19、中 9）

平均：１２１，６８６人
　　　最多：横浜市－254,790人
　　　最少：千葉市－ 70,929人

平均：　３７，４１９人
　　　最多：堺市　 －63,927人
　　　最少：宮崎市－24,540人

平均：　２２，７８１人
　　　最多：川口市－37,956人
　　　最少：甲府市－14,774人

指定都市・中核市・特例市について
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※１

※２

※３

※１……
　　　住民基本台帳人口
　　　（平成15年3月31日現在）

※２……
　　　文部科学省調べ
　　　（平成15年5月1日現在）
　　　一部、四捨五入により合計
　　　が一致しないものがある。

※３……教育委員会の現状
　　　　　 に関する調査
　　　（平成15年5月1日現在）
　　　・指導主事には充て指導
　　　　主事を含む。
　　　・また、非常勤職員等を含
　　　　めている場合がある。



（参考） 指定都市・中核市・特例市の処理する主な事務の比較

指定都市の処理する主な業務

○民政行政に関する事務
・児童相談所の設置

○都市計画等に関する事務
・首都圏の既成市街地における工業等制限区域内の制限施設の新設の許可

○土木行政に関する事務
・市内の指定区間外の国道の管理 ・市内の県道の管理

○文教行政に関する事務
・県費負担教職員の任免、給与の決定

中核市の処理する主な業務

○民政行政に関する事務
・身体障害者手帳の交付
・母子相談員の設置 ・母子・寡婦福祉資金の貸付け
・養護老人ホームの設置認可・監督

○保健所の設置（保健所設置市が行う事務）
・地域住民の健康保持、増進のための事業の実施
・飲食店営業等の許可
・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の許可
・浄化槽設置等の届出 ・温泉の供用許可

○都市計画等に関する事務
・屋外広告物の条例による設置制限

○環境保全行政に関する事務
・ばい煙発生施設、一般粉じん発生施設の設置の届出

○文教行政に関する事務
・県費負担教職員の研修

特例市の処理する主な業務

○都市計画等に関する事務
・市街地区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可
・市街地開発事業の区域内における建築の許可
・都市計画事業の施行地区内における建築等の許可
・市街地再開発事業の施行地区内における建築等の許可
・土地区画整理組合の設立の許可
・土地区画整理事業の施行地区内の建築行為等の許可
・住宅地区会両事業の改良地区内の建築等の許可
・宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可

○環境保全行政に関する事務
・騒音を規制する地域、規制基準の指定
・悪臭原因物の排出を規制する地域の指定
・振動を規制する地域の指定

○その他
・計量法に基づく勧告、定期検査



政令市計 20,389,865 中核市計 15,434,930 特例市計 10,795,070

126,688,364

-20,389,865 83.9% -35,824,795 71.7% -46,619,865 63.2%

札幌市 1,837,901 旭川市 360,995 函館市 283,373

5,662,856

-1,837,901 67.5% -2,198,896 61.2% -2,482,269 56.2%
八戸市 244,075

1,487,451

0 100.0% 0 100.0% -244,075 83.6%
盛岡市 281,245

1,411,176

0 100.0% 0 100.0% -281,245 80.1%
仙台市 991,169

2,350,132

-991,169 57.8% -991,169 57.8% -991,169 57.8%
秋田市 312,845

1,182,025

0 100.0% -312,845 73.5% -312,845 73.5%
山形市 250,517

1,232,578

0 100.0% 0 100.0% -250,517 79.7%
郡山市 331,602

いわき市 362,589

2,122,613

0 100.0% -694,191 67.3% -694,191 67.3%
水戸市 247,051

2,993,746

0 100.0% 0 100.0% -247,051 91.7%
宇都宮市 445,780

2,005,467

0 100.0% -445,780 77.8% -445,780 77.8%
前橋市 283,398
高崎市 242,359

2,022,666

0 100.0% 0 100.0% -525,757 74.0%
さいたま市 1,038,100 川越市 326,321 川口市 467,971

所沢市 332,238
越谷市 311,088
草加市 229,061

6,954,276

-1,038,100 85.1% -1,364,421 80.4% -2,704,779 61.1%

全
国 106,298,499 90,863,569 80,068,499

4,249,4975,916,176 5,589,855

2,022,666 2,022,666 1,496,909
群
馬

埼
玉

栃
木

2,005,467 1,559,687 1,559,687

1,428,422

茨
城

2,993,746 2,993,746 2,746,695

福
島 2,122,613 1,428,422

宮
城

1,358,963 1,358,963 1,358,963

岩
手

1,411,176 1,411,176 1,129,931

3,463,960 3,180,587

２．中核市を除外 ３．特例市を除外

北
海
道

１．指定都市を除外都道府県の人口

3,824,955

青
森

1,487,451 1,487,451 1,243,376

秋
田

1,182,025 869,180 869,180

982,061
山
形

1,232,578 1,232,578

都道府県の人口の中で大都市の占める割合について



千葉市 888,735 船橋市 556,986

5,978,287

-888,735 85.1% -1,445,721 75.8% -1,445,721 75.8%

11,996,460

-8,083,980 32.6%
川崎市 1,258,605 横須賀市 435,412 平塚市 253,485
横浜市 3,466,875 相模原市 604,908 小田原市 198,269

茅ヶ崎市 225,825
厚木市 213,159
大和市 214,326

8,546,857

-4,725,480 44.7% -5,765,800 32.5% -6,870,864 19.6%
新潟市 515,192

2,463,740

0 100.0% -515,192 79.1% -515,192 79.1%
富山市 321,025

1,120,843

0 100.0% -321,025 71.4% -321,025 71.4%
金沢市 440,543

1,176,100

0 100.0% -440,543 62.5% -440,543 62.5%
福井市 249,639

826,400

0 100.0% 0 100.0% -249,639 69.8%
甲府市 189,498

884,170

0 100.0% 0 100.0% -189,498 78.6%
長野市 359,100 松本市 203,663

2,202,733

0 100.0% -359,100 83.7% -562,763 74.5%
岐阜市 401,657

2,109,185

0 100.0% -401,657 81.0% -401,657 81.0%
静岡市 703,255 沼津市 208,254
浜松市 575,943 富士市 237,620

3,769,776

0 100.0% -1,279,198 66.1% -1,725,072 54.2%
名古屋市 2,117,094 岡崎市 339,450 一宮市 278,432

豊田市 344,607 春日井市 290,738
豊橋市 357,554

6,998,027

-2,117,094 69.7% -3,158,705 54.9% -3,727,875 46.7%
四日市市 289,216

1,858,114

0 100.0% 0 100.0% -289,216 84.4%

三
重

1,858,114 1,858,114 1,568,898

愛
知 4,880,933 3,839,322 3,270,152

1,707,528

静
岡 3,769,776 2,490,578 2,044,704

884,170 884,170

岐
阜

2,109,185 1,707,528

長
野

2,202,733 1,843,633 1,639,970

富
山

1,120,843 799,818 799,818

福
井

826,400 826,400 576,761

山
梨

新
潟

2,463,740 1,948,548 1,948,548

神
奈
川

3,821,377 2,781,057 1,675,993

5,089,552 4,532,566 4,532,566

石
川

1,176,100 735,557 735,557

千
葉

11,996,460 11,996,460 11,996,460

694,672

8,083,980 3,912,480
東
京 東京２３区　　　　　　　　　　を除いた場合



大津市 294,243

1,348,241

0 100.0% 0 100.0% -294,243 78.2%
京都市 1,386,372

2,563,773

-1,386,372 45.9% -1,386,372 45.9% -1,386,372 45.9%
大阪市 2,490,172 高槻市 352,338 岸和田市 202,120

堺市 787,374 豊中市 387,630
吹田市 343,903
枚方市 403,069
茨木市 259,121
八尾市 267,465

寝屋川市 247,453

8,643,677

-2,490,172 71.2% -3,629,884 58.0% -5,740,645 33.6%
神戸市 1,483,670 姫路市 476,939 尼崎市 462,386

明石市 291,422
加古川市 266,008
宝塚市 218,368

5,561,222

-1,483,670 73.3% -1,960,609 64.7% -3,198,793 42.5%
奈良市 363,673

1,441,971

0 100.0% -363,673 74.8% -363,673 74.8%
和歌山市 389,562

1,079,055

0 100.0% -389,562 63.9% -389,562 63.9%

鳥取 615,812

島根 756,770
岡山市 624,841
倉敷市 434,466

1,957,313

0 100.0% -1,059,307 45.9% -1,059,307 45.9%
広島市 1,118,767 福山市 407,456 呉市 204,235

2,870,542

-1,118,767 61.0% -1,526,223 46.8% -1,730,458 39.7%
下関市 246,282

1,517,954

0 100.0% 0 100.0% -246,282 83.8%

徳島 827,086
高松市 334,368

1,031,185

0 100.0% -334,368 67.6% -334,368 67.6%
松山市 475,274

1,502,496

0 100.0% -475,274 68.4% -475,274 68.4%

愛
媛

1,502,496 1,027,222 1,027,222

香
川

1,031,185 696,817 696,817

山
口

1,517,954 1,517,954 1,271,672

広
島

1,751,775 1,344,319 1,140,084

岡
山 1,957,313 898,006 898,006

1,078,298

和
歌
山

1,079,055 689,493 689,493

奈
良

1,441,971 1,078,298

大
阪

6,153,505 5,013,793 2,903,032

京
都

1,177,401 1,177,401 1,177,401

滋
賀

1,348,241 1,348,241 1,053,998

兵
庫

4,077,552 3,600,613 2,362,429

756,770 756,770 756,770

615,812 615,812 615,812

827,086 827,086 827,086



高知市 326,677

813,237

0 100.0% -326,677 59.8% -326,677 59.8%
北九州市 997,398 久留米市 235,383
福岡市 1,315,007

5,001,592

-2,312,405 53.8% -2,312,405 53.8% -2,547,788 49.1%

佐賀 878,797
長崎市 418,523 佐世保市 241,482

1,516,920

0 100.0% -418,523 72.4% -660,005 56.5%
熊本市 656,096

1,866,553

0 100.0% -656,096 64.8% -656,096 64.8%
大分市 439,378

1,229,659

0 100.0% -439,378 64.3% -439,378 64.3%
宮崎市 306,325

1,179,983

0 100.0% -306,325 74.0% -306,325 74.0%
鹿児島市 545,876

1,775,636

0 100.0% -545,876 69.3% -545,876 69.3%

沖縄 1,353,212

※人口については、住民基本台帳人口（平成１５年３月３１日現在）による。

鹿
児
島

1,775,636 1,229,760 1,229,760

宮
崎

1,179,983 873,658 873,658

大
分

1,229,659 790,281 790,281

熊
本

1,866,553 1,210,457 1,210,457

福
岡 2,689,187 2,689,187 2,453,804

高
知

813,237 486,560 486,560

長
崎

1,516,920 1,098,397 856,915

1,353,212 1,353,212 1,353,212

898,797 898,797 898,797
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